
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年10月20日 

【中間会計期間】 第39期中（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

【会社名】 ミライアル株式会社 

【英訳名】 Ｍｉｒａｉａｌ Ｃｏ．，Ｌｔｄ． 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  兵部 行遠 

【本店の所在の場所】 東京都豊島区西池袋一丁目18番２号 

【電話番号】 03-3986-3782 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長  脇 新市 

【最寄りの連絡場所】 東京都豊島区西池袋一丁目18番２号 

【電話番号】 03-3986-3782 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長  脇 新市 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

（東京都中央区日本橋茅場町１丁目４番９号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

また、第38期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間会計期間より証券取引法第193条の

２の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しておりません。 

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期 

会計期間 

自平成16年 
２月１日 
至平成16年 
７月31日 

自平成17年 
２月１日 
至平成17年 
７月31日 

自平成18年 
２月１日 
至平成18年 
７月31日 

自平成16年 
２月１日 
至平成17年 
１月31日 

自平成17年 
２月１日 
至平成18年 
１月31日 

売上高 （千円） － 4,112,800 5,775,540 7,358,667 8,820,418 

経常利益 （千円） － 1,253,241 1,847,032 2,357,440 2,907,546 

中間（当期）純利益 （千円） － 772,979 1,091,454 1,422,905 1,826,505 

持分法を適用した場

合の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） － 1,111,000 1,111,000 90,000 1,111,000 

発行済株式総数 （株） － 5,060,000 5,060,000 180,000 5,060,000 

純資産額 （千円） － 6,908,200 8,660,898 3,925,846 7,975,290 

総資産額 （千円） － 11,853,696 14,249,202 9,289,692 12,742,126 

１株当たり純資産額 （円） － 1,365.26 1,711.64 21,532.48 1,566.26 

１株当たり中間（当

期）純利益 
（円） － 173.61 215.7 7,627.25 373.32 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） － － － － － 

１株当たり中間（年

間）配当額 
（円） － － － 400 70 

自己資本比率 （％） － 58.3 60.8 42.3 62.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 610,462 1,319,418 2,196,636 1,735,222 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △529,793 △476,297 △688,424 △1,962,775 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 2,047,445 △591,066 △236,545 1,785,268 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） － 5,006,831 4,687,144 2,877,357 4,435,072 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

（人） 
－ 

(－) 

228 

(158) 

286 

(83) 

203 

(130) 

230 

(169) 



２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第37期は新株予約権の残高がありますが、当社株式は非

上場であるため、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。 

  また、第38期中以後の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため、記載

しておりません。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在していないため、記載しておりません。 

５．当社は、平成17年３月15日付で株式１株につき20株の株式分割を行っております。 

６．第37期の１株当たり配当額400円には、記念配当250円を含んでおります。また、第38期の１株当たり配当額

70円には、記念配当20円及び特別配当10円を含んでおります。 



２【事業の内容】 

   当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、重要な関係会社にお

ける異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社

  からの派遣社員、季節工を含んでおります。）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しており

  ます。 

２．従業員数が前会計年度末に比べ、56名増加しておりますが、その主な理由は生産拠点における生産拡大によ

  るものであります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年７月31日現在

従業員数（人） 286（83） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間における内外経済情勢を概観しますと、イラン、イラク、イスラエル、パレスチナ等の中東情勢

の悪化により、原油価格の高騰が続いているとともに、金利の上昇等の懸念材料がありますが、中国を中心とした

アジア経済を中心に、世界経済は昨年からの好況感を維持しております。 

 わが国経済は、原油価格の高騰やゼロ金利政策の解除、不安定な為替相場等の要因を内在しながらも、好調な企

業業績を背景に設備投資は堅調に推移し、雇用環境の改善、個人消費の回復等が見られるなど好景気を維持してお

ります。 

 このような情勢の中、半導体関連業界は、サッカーワールドカップを契機とした薄型テレビをはじめとしたデジ

タル家電、携帯音楽プレーヤー、携帯電話等の半導体を必要とする機器の需要拡大により、好調に推移いたしまし

た。特にデバイスメーカーにおける300mmシリコンウエハの需要が旺盛で、シリコンウエハメーカーによる300mmシ

リコンウエハの供給が追いつかない状況であります。さらに、デバイスメーカーならびにシリコンウエハメーカー

における設備投資は、300mmシリコンウエハ対応の製造ラインに集中しております。 

 このような中、当社は主力事業の半導体関連製品である300mmシリコンウエハ関連製品の拡販、生産体制の強化

等を図り、安定供給を維持するとともに、原油価格の高騰による原材料の値上がりをコスト削減によって補う一

方、品質向上に努めてまいりました。 

 その結果、当中間会計期間の業績は、売上高57億75百万円（前年同期比40.4%増）、営業利益18億48百万円（前

年同期比42.7％増）、経常利益18億47百万円（前年同期比47.4％増）、中間純利益10億91百万円（前年同期比

41.2％増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当社は、シリコンウエハメーカー及びデバイスメーカー向けにシリコンウエハ容器の開発・製造・販売を中心に

ビジネスを展開いたしております。300mmシリコンウエハ出荷容器（ＦＯＳＢ）を中心に、業績は好調に推移して

おり、300mmシリコンウエハ出荷容器（ＦＯＳＢ）の増産に対応すべく、手元資金にて、機械装置、金型等の生産

設備への投資を行った結果、当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、

前事業年度末に比べ、２億52百万円増加いたしました。 

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

     営業活動の結果得られた資金は、13億19百万円(前年同期は、得られた資金６億10百万円)となりました。これ

は、税引前中間純利益18億46百万円があったものの、売上債権の増加額６億40百万円、法人税等の支払額６億99

百万円を計上したことによるものであります。 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     投資活動の結果使用した資金は、４億76百万円(前年同期は、使用した資金５億29百万円)となりました。これ

は、主に有形・無形固定資産の取得による支出４億36百万円があったことによるものであります。 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     財務活動の結果使用した資金は、５億91百万円(前年同期は、得られた資金20億47百万円)となりました。これ

は主に長期借入金の返済による支出２億36百万円、配当金の支払による支出３億54百万円を計上したことによる

ものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

半導体関連製品事業 5,041,204 39.8 

フルイドシステム製品事業 416,414 30.0 

その他製品事業 200,988 △4.1 

合計 5,658,607 36.8 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

半導体関連製品事業 5,357,214 46.4 1,658,055 19.2 

フルイドシステム製品事業 327,158 30.0 36,707 49.3 

その他製品事業 218,795 △2.7 50,626 △13.0 

合計 5,903,167 42.7 1,745,389 18.4 



(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主要な輸出先及び輸出販売高は、次のとおりであります。 

なお、（ ）内は販売実績に対する輸出高の割合であります。 

３．主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

半導体関連製品事業 5,147,801 43.3 

フルイドシステム製品事業 423,391 43.8 

その他製品事業 204,347 △9.2 

合計 5,775,540 40.4 

輸出先 

 前中間会計期間 
 (自 平成17年２月１日 

   至 平成17年７月31日) 

当中間会計期間  
(自 平成18年２月１日  

  至 平成18年７月31日)  

金額 (千円)  構成比 (％)   金額 (千円) 構成比 (％)  

欧州地域 347,577 45.4 478,358 45.0 

アメリカ地域 242,376 31.6 49,640 4.7 

アジア地域 175,931 23.0 535,079 50.3 

合計 
765,886 

(18.6％)  
100.0 

1,063,077 

(18.4％)  
100.0 

相手先 

前中間会計期間  
(自 平成17年２月１日  

 至 平成17年７月31日) 

 当中間会計期間 
(自 平成18年２月１日 

   至 平成18年７月31日)  

金額 (千円) 割合 (％)  金額 (千円)  割合 (％)  

株式会社ＳＵＭＣＯ 1,249,839 30.4 1,645,217 28.5 

信越半導体株式会社 655,550 15.9 1,153,329 20.0 

丸紅株式会社 632,575 15.4 570,323 9.9 



５【研究開発活動】 

当社は、より一層の多様化と高度化傾向にある半導体業界に対応していくために、主力事業となるシリコンウエハ

出荷容器、シリコンウエハ工程内容器の開発をはじめとして、顧客要求の新製品、高機能プラスチック樹脂の選定、

及びそれらの関連製品等の研究開発を進めております。 

＜次世代の300mmシリコンウエハ出荷容器の開発＞ 

競合他社に先駆けて発表いたしました次世代のＮｅｗ ＦＯＳＢは、デバイスメーカーにおける全自動工程に対

応するものです。顧客数社での試用、検証を経て、更に改良を加え、より使いやすい形状への改良を進めておりま

す。 

これは、より多くの顧客での使用を想定し、実際に使用される周辺機器等を当社内に設置して検証を重ね、次世

代のシリコンウエハ出荷容器のあるべき形として、多数の顧客から評価を得られるように研究開発を進めておりま

す。 

＜シリコンウエハ出荷容器更新型製品及びユーザー仕様品の開発＞ 

ＦＯＳＢ（300mmシリコンウエハ出荷容器）の増産に対応した更新金型ならびに製品の開発と、特定ユーザー向

けの特殊仕様品の開発を進めております。 

既存の製品を数多く使用いただくと共に、多様な顧客要求に応え、既存の性能に留まることなく、複数の顧客と

共に開発を進めています。現状の実績や他社と比較しての開発スピードの差及び研究開発の成果が顧客よりも高く

評価されております。更にその評価を維持できるように、新たな開発活動を行っております。 

＜シリコンウエハ工程内容器及びその他のユーザー仕様品の開発＞ 

ＦＯＵＰ（300mmシリコンウエハ工程内容器）ならびに200mm以下の工程内容器等、特定ユーザー向けの特殊仕様

品の開発を進めております。 

ＦＯＳＢ同様、既存の製品を数多く使用いただくと共に、多様な顧客要求に応え、既存の性能に留まることな

く、新たな開発活動を行っております。 

＜高機能プラスチック樹脂の選定・開発＞ 

高機能プラスチック樹脂の選定・開発に関しては、顧客要求をさらに満足させるために、原料メーカーとの共同

作業による新グレード品の開発、既存グレード品の改良作業を継続して促進しております。新たな原料グレード品

の開発には、現状の問題点を解決し、他社製品との差別化をより明確にし、より高品質で、低価格の製品を安定供

給できることを目標に研究を進めております。これは単に原料の低価格化だけではなく、製品の作り易さや歩留の

改善を含めた総合的な開発であります。 

以上を合わせて、当中間会計期間における研究開発費の総額は、100,811千円となっております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間における主要な設備の増加は、次のとおりであります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

増加年月  事業所名 内容 金額（千円） 

平成18年２月～平成18年７月  
熊本事業所  

富の原工場  
機械装置の増強及び更新  46,410 

平成18年２月～平成18年７月 
熊本事業所 

住吉工場  
機械装置の増強及び更新 362,199 

平成18年２月～平成18年７月  
熊本事業所  

住吉工場  
新規金型の製作及び更新  118,754 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

  該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 14,400,000 

計 14,400,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年７月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年10月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 5,060,000 5,060,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 5,060,000 5,060,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年２月１日～ 

 平成18年７月31日 
― 5,060,000 ― 1,111,000 ― 1,310,000 



(4）【大株主の状況】 

  平成18年７月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

兵部 行遠 東京都練馬区 1,479,100 29.23 

小南 佐年 東京都西東京市 904,000 17.87 

ミライアル従業員持株会 東京都豊島区西池袋1-18-2 309,020 6.11 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11 231,800 4.58 

ザ チェース マンハッタン 

バンク エヌエイ ロンドン 

エス エル オムニバス アカ

ウント 

東京都中央区日本橋兜町6-7 197,200 3.90 

岡本 好久 埼玉県越谷市 120,000 2.37 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナ

ショナル・リミテッド 

東京都渋谷区恵比寿4-20-3 112,100 2.22 

脇  新市 東京都江戸川区 106,000 2.09 

ステート ストリート バン

ク アンド トラスト カン

パニー ５０５０２５ 

東京都中央区日本橋兜町6-7 78,000 1.54 

江島 光明 静岡県三島市 74,000 1.46 

計 － 3,611,220 71.37 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,059,900 50,599 － 

単元未満株式 普通株式    100 － － 

発行済株式総数 5,060,000 － － 

総株主の議決権 － 50,599 － 

  平成18年７月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成18年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

最高（円） 12,580 10,990 12,550 10,900 9,780 9,610 

最低（円） 8,550 9,750 10,310 8,500 7,210 7,800 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中

間会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。 

 ただし、前中間会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日ま

で）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受け、また、当中間会計期間（平成18年２月１日か

ら平成18年７月31日まで）の中間財務諸表については監査法人トーマツにより中間監査を受けております。  

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

 前中間会計期間  新日本監査法人 

 当中間会計期間  監査法人トーマツ 

３．中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年７月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   5,129,832   4,810,146 4,558,074   

２．受取手形 ※１ 328,322   161,633 306,208   

３．売掛金   1,692,250   2,803,852 2,019,160   

４．たな卸資産   514,084   576,476 581,679   

５．その他   126,915   169,647 125,152   

流動資産合計     7,791,405 65.7 8,521,757 59.8   7,590,275 59.6

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※２         

(1）建物 ※３ 1,424,987   1,405,240 1,425,716   

(2）機械装置   729,012   1,068,776 791,563   

(3）金型   393,866   529,484 394,963   

(4）土地 ※３ 857,564   863,291 863,291   

(5）その他   149,351   204,127 121,351   

有形固定資産合計   3,554,782   4,070,919 3,596,886   

２．無形固定資産   12,636   17,746 15,568   

３．投資その他の資産           

(1）長期性預金   －   1,000,000 1,000,000   

(2）その他   494,872   638,779 539,395   

投資その他の資産
合計 

  494,872   1,638,779 1,539,395   

固定資産合計     4,062,291 34.3 5,727,445 40.2   5,151,850 40.4

資産合計     11,853,696 100.0 14,249,202 100.0   12,742,126 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※１ 786,517   1,108,114 894,372   

２．買掛金   189,215   254,787 188,436   

３．一年以内返済予定
の長期借入金 

※３ 499,043   397,732 464,532   

４．未払法人税等   577,000   849,450 696,000   

５．賞与引当金   85,600   102,150 73,570   

６．その他   669,640   1,021,415 532,503   

流動負債合計     2,807,016 23.7 3,733,650 26.2   2,849,414 22.4

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※３ 1,829,183   1,431,451 1,601,517   

２．退職給付引当金   97,067   198,060 93,433   

３．役員退職慰労引当
金 

  209,530   － 217,670   

４．その他   2,700   225,142 4,800   

固定負債合計     2,138,480 18.0 1,854,653 13.0   1,917,420 15.0

負債合計     4,945,496 41.7 5,588,304 39.2   4,766,835 37.4

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年７月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,111,000 9.4 － －   1,111,000 8.7

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   1,310,000   － 1,310,000   

資本剰余金合計     1,310,000 11.1 － －   1,310,000 10.3

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   25,000   － 25,000   

２．任意積立金   3,140,237   － 3,140,237   

３．中間（当期）未処
分利益 

  1,317,089   － 2,370,614   

利益剰余金合計     4,482,327 37.8 － －   5,535,852 43.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    4,873 0.0 － －   18,438 0.1

資本合計     6,908,200 58.3 － －   7,975,290 62.6

負債資本合計     11,853,696 100.0 － －   12,742,126 100.0 

                

（純資産の部）               

 Ⅰ 株主資本               

 １．資本金     － － 1,111,000 7.8   － － 

 ２．資本剰余金               

（1）資本準備金   －     1,310,000 －     

資本剰余金合計     － － 1,310,000 9.2   － － 

 ３．利益剰余金   －     －     

（1）利益準備金          25,000       

（2）その他の利益剰余
金  

              

特別償却準備金    －     71,207 －     

別途積立金   －     4,440,000 －     

繰越利益剰余金   －     1,686,900 －     

利益剰余金合計     － － 6,223,107 43.7   － － 

株主資本合計     － － 8,644,107 60.7   － － 

Ⅱ 評価・換算差 
  額等    

              

１．その他有価 
  証券評価差 
  額金 

    － － 16,791 0.1   － － 

評価・換算差額等合
計 

    － － 16,791 0.1   － － 

 純資産合計     － － 8,660,898 60.8   － － 

 負債純資産合計     － － 14,249,202 100.0   － － 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     4,112,800 100.0 5,775,540 100.0   8,820,418 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,217,971 53.9 3,132,952 54.2   4,633,631 52.5

売上総利益     1,894,828 46.1 2,642,587 45.8   4,186,786 47.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    599,945 14.6 794,374 13.8   1,242,753 14.1

営業利益     1,294,883 31.5 1,848,212 32.0   2,944,033 33.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   10,802 0.3 16,827 0.3   43,376 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２   52,443 1.3 18,007 0.3   79,863 0.9

経常利益     1,253,241 30.5 1,847,032 32.0   2,907,546 33.0

Ⅵ 特別利益     14,530 0.3 － －   20,256 0.2

Ⅶ 特別損失     － － 79 0.0   639 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

    1,267,771 30.8 1,846,953 32.0   2,927,163 33.2

法人税、住民税及
び事業税 

  552,410   838,498 1,171,277   

還付法人税等   △66,618   － △66,618   

法人税等調整額   9,000 494,791 12.0 △83,000 755,498 13.1 △4,000 1,100,658 12.5

中間（当期）純利
益 

    772,979 18.8 1,091,454 18.9   1,826,505 20.7

前期繰越利益     544,109 － －   544,109 

中間（当期）未処
分利益 

    1,317,089 － －   2,370,614 

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余金
合計 

特別償却
準備金 

別途積立
金 

繰越利益剰
余金 

平成18年１月31日 残高 

（千円） 
1,111,000 1,310,000 1,310,000 25,000 100,237 3,040,000 2,370,614 5,535,852 7,956,852 

中間会計期間中の変動額          

特別償却準備金の取崩額

（千円） 
－ － － － △29,030 － 29,030 － － 

別途積立金の積立額（千

円） 
－ － － － － 1,400,000 △1,400,000 － － 

剰余金の配当（千円） － － － － － － △354,200 △354,200 △354,200 

利益処分による役員賞与

（千円）  
－ － － － － － △50,000 △50,000 △50,000 

中間純利益（千円）  － － － － － － 1,091,454 1,091,454 1,091,454 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

（千円） 

－ － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合

計 

（千円） 

－ － － － △29,030 1,400,000 △683,714 687,254 687,254 

平成18年７月31日 残高 

（千円） 
1,111,000 1,310,000 1,310,000 25,000 71,207 4,440,000 1,686,900 6,223,107 8,644,107 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年１月31日 残高 

（千円） 
18,438 18,438 7,975,290 

中間会計期間中の変動額    

特別償却準備金の取崩額

（千円） 
－ － － 

別途積立金の積立額（千

円） 
－ － － 

剰余金の配当（千円） － － △354,200 

利益処分による役員賞与

（千円）  
－ － △50,000 

中間純利益（千円） － － 1,091,454 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

（千円） 

△1,647 △1,647 △1,647 

中間会計期間中の変動額合

計 

（千円） 

△1,647 △1,647 685,607 

平成18年７月31日 残高 

（千円） 
16,791 16,791 8,660,898 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

１．税引前中間（当期）純利益   1,267,771 1,846,953 2,927,163 

２．減価償却費   261,812 298,638 574,910 

３．貸倒引当金の減少額   △14,830 － △14,830 

４．賞与引当金の増加額   20,600 28,580 8,570 

５．退職給付引当金の増減額   △12,349 104,627 △15,982 

６．役員退職慰労引当金の増減額   24,100 △217,670 32,240 

７．受取利息及び受取配当金   △266 △4,150 △16,984 

８．支払利息   22,023 18,005 41,933 

９．為替差損益   △1,360 △17 － 

10．保険解約返戻金収入   △1,233 △8,336 △11,439 

11．固定資産除却損   － 79 639 

12．売上債権の増加額   △189,457 △640,116 △494,254 

13．たな卸資産の増減額   40,811 5,202 △26,783 

14．その他流動資産の増加額   △11,578 △14,360 △3,729 

15．仕入債務の増減額   △69,352 280,093 37,723 

16．未払消費税等の減少額   △79,464 △12,968 △63,924 

17．その他流動負債の増加額   141,681 180,590 65,845 

18．役員賞与の支払額   △50,000 △50,000 △50,000 

19．その他固定負債の増加額   － 220,341 － 

20．その他    2,097 － △1,528 

小計   1,351,005 2,035,493 2,989,569 

20．利息及び配当金の受取額   266 4,139 14,540 

21．利息の支払額   △20,018 △20,665 △42,228 

22．法人税等の支払額   △787,410 △699,548 △1,293,277 

23. 法人税等の還付額   66,618 － 66,618 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  610,462 1,319,418 1,735,222 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

１．有形・無形固定資産の取得に
よる支出 

  △485,049 △436,602 △907,278 

２．投資有価証券の取得による支
出 

  － － △8,250 

４．長期貸付金の回収による収入   550 － 3,350 

５．保険積立金の増加による支出   △45,448 △56,319 △81,335 

６．保険積立金の減少による収入   2,588 17,011 22,997 

７．長期性預金の預入れによる支
出  

  － － △1,000,000 

８．その他   △2,433 △387 7,740 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △529,793 △476,297 △1,962,775 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

１．長期借入金の返済による支出   △211,555 △236,866 △473,732 

２．株式の発行による収入   2,331,000 － 2,331,000 

３．配当金の支払額   △72,000 △354,200 △72,000 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  2,047,445 △591,066 1,785,268 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  1,360 17 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   2,129,474 252,072 1,557,714 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,877,357 4,435,072 2,877,357 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 5,006,831 4,687,144 4,435,072 

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

   ────── 

  

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

 同左 

 時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

製品 

移動平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

製品 

同左 

(3）たな卸資産 

製品 

同左 

 原材料 

移動平均法による原価法 

原材料 

同左 

原材料 

同左 

 仕掛品 

個別法による原価法 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

 貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

(1）有形固定資産 

同左 

 建物 22年～45年

機械装置 ６年～８年

金型 ２年

   

   

   

 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき当中

間会計期間に見合う額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき当事

業年度に見合う額を計上してお

ります。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

直近の年金財政計算上の責任準

備金から年金資産を控除した額

に相当する金額を計上しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末に発生している

と認められる額から、年金資産

を控除した額を計上しておりま

す。 

（追加情報） 

 当中間会計期間から退職給付

債務の計算を簡便法から原則法

に変更しております。 

 この変更は、従業員採用の増

加等により従業員の年齢分布の

偏りが解消され、数理計算上の

見積りが高い確立で可能になっ

たことから、原則法による計算

の結果に一定の高い水準の信頼

性が得られるものと判断された

ことによります。 

 この結果、従来の方法によっ

た場合と比較して、退職給付費

用が123百万円多く計上され、

営業利益、経常利益、税引前中

間純利益は、同額が減少してお

ります。  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における直近

の年金財政計算上の責任準備金

から年金資産を控除した額に相

当する金額を計上しておりま

す。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上してお

りましたが、平成18年４月26日

開催の第38回定時株主総会をも

って役員退職慰労金制度を廃止

したことに伴い、その全額を取

崩しております。 

 なお、役員退職慰労金の打切

り支給の未払額は、固定負債

「その他」に含めて表示してお

ります。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について、

特例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用して

おります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っておりま

す。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引について、

特例処理の要件を満たしており

ますので、有効性の評価を省略

しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等と仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

  

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

  

  

  ────── 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しております。 

  

  

 ────── 

   これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

  

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

  

 ──────   当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

8,660,898千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

────── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自  平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

 ──────  （中間キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「その他固定負債

の増加額」は、前中間会計期間は「その他」に含めて表

示しておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲

載しております。 

 なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている

「その他固定負債の増加額」は1,800千円であります。  

前中間会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費

が11,257千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が同額

減少しております。 

──────  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い、法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

18,000千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益が同額減少し

ております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度末 
（平成18年１月31日） 

※１．中間期末日満期手形 ※１．    ───── ※１．    ───── 

 中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、当中間会計期間の末日は金融機関

の休日でありましたが、満期日に決済が

行われたものとして処理しております。

中間期末日満期手形の金額は、次のとお

りであります。 

  

受取手形 11,935千円

支払手形 178,066 

   

    

 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

3,969,290千円 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

4,571,406千円 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

4,276,630千円 

※３．担保に供している資産ならびに担保付

債務は、次のとおりであります。 

担保に供している資産 

※３．担保に供している資産ならびに担保付

債務は、次のとおりであります。 

担保に供している資産 

※３．担保に供している資産ならびに担保付

債務は、次のとおりであります。 

担保に供している資産 

建物 1,346,710千円

土地 816,102 

計 2,162,813 

建物 1,316,436千円

土地 816,102 

計 2,132,539 

建物 1,332,178千円

土地 816,102 

計 2,148,281 

上記に対応する担保付債務 上記に対応する担保付債務 上記に対応する担保付債務 

一年以内返済予定の

長期借入金 
399,043千円

長期借入金 1,779,183 

計 2,178,226 

一年以内返済予定の

長期借入金 
347,732千円

長期借入金 1,433,951 

計 1,781,683 

一年以内返済予定の

長期借入金 
364,532千円

長期借入金 1,601,517 

計 1,966,049 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 129千円

受取配当金 137 

受取利息 3,926千円

受取配当金 224 

保険解約返戻金収入 8,336 

受取利息 2,723千円

受取配当金 14,261 

保険解約返戻金収入  11,439 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 22,023千円

新株発行費 6,226 

上場関連費用 24,193 

支払利息 18,005千円

    

    

支払利息 41,933千円

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 

有形固定資産 260,237千円

無形固定資産 1,574 

有形固定資産 296,279千円

無形固定資産 2,359 

有形固定資産 571,321千円

無形固定資産 3,588 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．配当に関する事項  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 5,060,000 － － 5,060,000 

合計 5,060,000 － － 5,060,000 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年４月26日 

定時株主総会 
普通株式 354,200 70 平成18年１月31日 平成18年４月27日 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中 

 間貸借対照表に掲記されている科目の金額 

 との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

 間貸借対照表に掲記されている科目の金額

 との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

 間貸借対照表に掲記されている科目の金額

 との関係 

（平成17年７月31日現在） （平成18年７月31日現在） （平成18年１月31日現在） 

現金及び預金勘定 5,129,832千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△123,001 

現金及び現金同等物 5,006,831 

現金及び預金勘定 4,810,146千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△123,002 

現金及び現金同等物 4,687,144 

現金及び預金勘定 4,558,074千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△123,002 

現金及び現金同等物 4,435,072 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

その他有価証券で時価のあるもの 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

機械装置 7,581 4,141 3,439 

工具器具備
品 

29,664 17,172 12,492 

ソフトウェ
ア 

112,128 48,984 63,144 

合計 149,374 70,298 79,076 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械装置 7,581 4,984 2,597

工具器具備
品 

29,664 22,056 7,608

ソフトウェ
ア 

196,087 80,937 115,150

合計 233,333 107,978 125,355

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

機械装置 7,581 4,563 3,018

工具器具備
品 

29,664 20,138 9,526

ソフトウェ
ア 

167,050 62,094 104,955

合計 204,296 86,796 117,500

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）      同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 28,152千円

１年超 50,924 

合計 79,076 

１年内 40,692千円

１年超 84,663 

合計 125,355 

１年内 37,878千円

１年超 79,621 

合計 117,500 

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 14,298千円

減価償却費相当額 14,298 

支払リース料 21,182千円

減価償却費相当額 21,182 

支払リース料 30,795千円

減価償却費相当額 30,795 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

前中間会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度末 
（平成18年１月31日） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

中間貸借対
照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

株式 13,950 22,072 8,121 22,200 50,185 27,985 22,200 52,931 30,730 

合計 13,950 22,072 8,121 22,200 50,185 27,985 22,200 52,931 30,730 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成17年７月31日） 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。 

当中間会計期間末（平成18年７月31日） 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。 

前事業年度末（平成18年１月31日） 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成17年２月１日 至平成17年７月31日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成18年２月１日 至平成18年７月31日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成17年２月１日 至平成18年１月31日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１株当たり純資産額 1,365円26銭

１株当たり中間純利益 173円61銭

１株当たり純資産額 1,711円64銭

１株当たり中間純利益 215円70銭

１株当たり純資産額 1,566円26銭

１株当たり当期純利益 373円32銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日)

前事業年度 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日)

中間（当期）純利益（千円） 772,979 1,091,454 1,826,505 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 50,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (50,000) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
772,979 1,091,454 1,776,505 

期中平均株式数（千株） 4,452 5,060 4,758 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 ──────  当社は、300mmシリコンウエハ関

連製品を熊本県菊池市の住吉第一工

場・住吉第二工場にて生産しており

ますが、今後の需要拡大に備えるた

め、既存の工場敷地内に新工場を建

設することを、平成18年９月１日開

催の取締役会にて決議いたしまし

た。なおこの決議は熊本県との進出

協定締結を前提としておりました

が、平成18年９月12日に熊本県と進

出協定を締結いたしました。 

 新工場の概要は、下記の通りであ

ります。 

１.名称 

  住吉第三工場(仮称) 

２.所在地 

  熊本県菊池市泗水町住吉(住吉工 

  業団地内) 

３.面積   

   敷地面積          14,280㎡ 

  総延べ床面積         6,582㎡ 

４.生産能力 

   300mmシリコンウエハ関連製品 

  月産            26,000個 

５.工事計画 

   着工予定時期    平成18年10月 

  完成予定時期    平成19年５月 

６.設備投資額 

  総額20億円(建物、機械設備等) 

７.資金計画 

   全額自己資金により充当いたし  

   ます。 

   

────── 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第38期）（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日）平成18年４月27日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年10月19日  

ミライアル株式会社    

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  樫谷 隆夫 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  網本 重之 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ミライアル株式会社の平成17年２月１日から平成18年１月31日までの第38期事業年度の中間会計期間（平成17年２月１日

から平成17年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ミライアル株式会社の平成17年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年２月１

日から平成17年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年10月19日  

ミライアル株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  猪瀬 忠彦 印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  吉村 孝郎 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

ミライアル株式会社の平成18年２月１日から平成19年１月31日までの第39期事業年度の中間会計期間（平成18年２月１日

から平成18年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ミライアル株式会社の平成18年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年２月１

日から平成18年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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